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要約
　日本の社会的養護をめぐっては、以前から大規模施設養護への偏重が批判されてきたが、各施
設の努力によりユニット化、グループホーム化など小規模化が進んでいるところである。2017
年の「新しい社会的養育ビジョン」では、施設養護から家庭養護へのスピード感を持った移行を
目指し、数値目標と年限を設けて里親委託を推進していくことが示された。だが、そもそも国連
「児童の代替的養育に関する指針」では、代替的養育は可能な限り家庭養育であるべきだが、児
童を家庭の養護から離脱させることは最終手段であるとも指摘しており、日本の里親制度や特別
養子縁組制度が児童の最善の利益を保障しているかという検証は不十分なままである。
　そこで、家庭から離された児童の社会的養護のみならず、要保護児童とその家族を可能な限り
分離せず、あるいは早期家族再統合を目的とした短期間の分離にとどめるような社会的養護のあ
り方を模索したい。「地域を基盤とした子どもの育ちの保障」を研究の一環として、本稿では、
東京都において児童福祉の第一義的窓口として地域を基盤としながら子育ち・子育て支援を実践
している子ども家庭支援センターの機能に着目し、事例をもとに考察をした。
キーワード：児童の最善の利益、地域を基盤とした子どもの育ち、子育ち・子育て支援、子ども
家庭支援センター
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Abstract
 InJapanesesocialcare,thedominanceof large-scalenursinginstitutionshasbeenwidely
criticized;however,small-scaleprojectssuchasunitsorgrouphomeshavebeengaining
support,thankstotheeffortsoftheindividual institutions.The2017strategy“Japan’sVision
foraRevolutioninChildCare,”issuedbytheMinistryofHealth,Labor,andWelfare,aimedat
implementingatransitionfrominstitutioncaretohouseholdcareandentrustingchildrentoa
targetnumberoffosterparentswithinasetnumberofyears.
 However,theUnitedNations’GuidelinesfortheAlternativeCareforChildrenstatethatall
decisionsconcerningalternativecareshould, inprinciple,prioritizekeepingthechildasclose
aspossibletotheirhabitualplaceofresidence.Removalofachildfromthecareoftheirfamily
shouldbealast-resortmeasure.
 IntheJapanesefostercareandadoptionsystems,there is inadequateproofthatthebest
interestsofthechildareconsidered.Therefore,wewouldliketosearchforareplacementsystem
thatnolongerseparateschildreninneedofprotectionfromtheirhouseholdor,attheveryleast,
minimizesthetimethatchildrenareseparated.
 Asapartofmystudy“TheSecurityofChildren,”Iinvestigatedindividualcasesofchildrenat
familysupportcentersthatofferchildcareandsupportforthechildren’sgrowthasafirstpoint
ofcontactbasedinTokyoandfocusingontheirfunctions.
Key words:  thebestinterestsofthechild,ChildrenGrowingUpBasedontheRegion,childcare
andsupportfortheirowngrowth,FamiliesandChildrenSupportCenters
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Ⅰ．はじめに
1．研究の背景
　日本の社会的養護をめぐっては、以前から大規模施設養護への偏重が批判されてきたが、各施
設の努力によりユニット化、グループホーム化など小規模化が進んでいるところである。2017
年に、新たな社会的養育の在り方に関する検討会がとりまとめた「新しい社会的養育ビジョン」
（以下、「新ビジョン」とする）では、施設養護から家庭養護へのスピード感を持った移行を目指
し、数値目標と年限を設けて里親委託を推進していくことが示された。だが、そもそも国連「児
童の代替的養育に関する指針」では、代替的養育は可能な限り家庭養育であるべきだが、児童を
家庭の養護から離脱させることは最終手段であるとも指摘しており、日本の里親制度や特別養子
縁組制度が児童の最善の利益を保障しているかという検証は不十分なままである。
　そこで、家庭から離された児童の社会的養護のみならず、要保護児童とその家族を可能な限り
分離せず、あるいは早期家族再統合を目的とした短期間の分離にとどめるような社会的養護のあ
り方を模索していきたいと考える。
　また、新ビジョンの骨格としては、「地域の変化、家族の変化により、社会による家庭への養
育支援の構築が求められており、子どもの権利、ニーズを優先し、家庭のニーズも考慮してすべ
ての子ども家庭を支援するために、身近な区市町村におけるソーシャルワーク体制の構築と支援
メニューの充実を図らなければならない」とされている。これを可能とするためには、現在まで
に積み重ねられてきた基礎自治体の取り組み成果について、いま一度、整理されるべきであると
考える。本稿では、「地域を基盤とした子どもの育ちの保障」を研究の一環として、東京都にお
いて児童福祉の第一義的窓口として、地域を基盤としながら子育ち・子育て支援を実践してきた
「子ども家庭支援センター」の機能に着目する。
2．研究目的と方法
　本研究では、基礎自治体の中に設置された子ども家庭支援センターが、虐待予防や家族再統合
後の見守り等において地域の中で連携の要となり果たしてきた役割について考察し、新たな社会
的養護システム構築に向けて活かされるべき知見と課題の整理を行うことを、研究目的とする。
　調査方法としては、都内A市において、子ども家庭支援センターのセンター長、児童館の館長
等を長年務めてきた職員の方に、半構造化面接によるインタビュー調査を実施した。調査時期は
2019年11月～12月である。インタビュー対象者が経験した事例を数例お聞きした中から、特に
子ども家庭支援センターの立場が活かされたといえる1事例と、筆者自身が子ども家庭支援セン
ターに社会福祉士として従事していた際の1事例をもとに事例研究を行い、主に乳幼児から学童
期における子育て家庭支援において、基礎自治体が果たす役割の考察を行った。
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半構造化面接におけるインタビュー項目
▪A市子ども家庭支援センターの概要
　・運営理念、支援方針、基本業務
　・職員配置の現状、人材確保や育成の取り組み
　・年間の相談件数、相談内容の内訳、相談経路の傾向
　・地域での認知度や、広報・啓発活動
　・児童相談所、地域の社会福祉法人や民間機関等との関係
　・保護者への支援・子どもへの直接支援
▪一時保護等の判断場面において必要な体制について
▪参考事例
　・育児不安解消や児童虐待予防のために行っている支援事例
　・保護すべきか葛藤しつつ、地域支援のネットワークに結びつけられた事例
　・施設退所児童が、親子関係を再構築する過程に携わった事例
Ⅱ．子ども家庭支援センターとその活動
1．子ども家庭支援センターとは
　平成16年の児童虐待防止法および児童福祉法改正にともない、区市町村は児童相談の一義的
な窓口に位置づけられ、基礎的な地方公共団体として、身近な場所における支援業務を適切に行
うことが求められるようになった。東京都が独自に各区市町村に設置を促進してきた子ども家庭
支援センターは、要保護児童対策地域協議会の調整機関の役割を担い、地域の関係機関が適切な
連携をとれるよう、試行錯誤しながら実践を積み重ねてきた。18歳未満の子どもと家庭に関す
るあらゆる相談を受け付けており、住民にとって身近な相談窓口として育児不安や虐待の予防的
対応につとめている。一方で、児童虐待通告対応件数は増加の一途をたどり、対応業務のメイン
となっている。
　虐待通告を受けると、子ども家庭支援センターは家庭状況を調査の上、家庭訪問等で子ども
や保護者から聞き取りなどの対応を行う。その目的は、虐待行為の抑止だけではなく、対象家
庭のニーズをアセスメントし、適切な支援につなげることである。虐待の背景には、貧困や疾
病、DVや孤独など日常の家庭生活を送る上で抱えている課題が存在している可能性がある。し
たがって、虐待行為への注意を行う場合でも、虐待者を責めず、苦しい状況を周囲が理解できる
よう努めている。
　また、保育・教育・警察・司法・保健医療・行政・NPO・ボランティア・民間団体等、多分
野にわたる関係機関と連携して家庭を見守り、社会資源を最大限に活用できるよう、児童虐待防
止の地域ネットワークを構築することが業務の要となる。その上で、緊急性の高い場合には児童
相談所へ送致（主担当を児童相談所に変更）し、子どもの一時保護や施設入所等、親子分離の措
置判断へつなぐこともある。
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　近年、児童虐待にまつわる悲しい事件が報じられ続ける中、「（虐待と）疑わしきは（子ども
を）保護」すべきという流れが加速しているという声を現場からきく。子どもを児童養護施設等
に入所措置する判断を行える、職権という強制力を持つのは児童相談所であるが、子ども家庭支
援センターはその職権を持っていない。子ども家庭支援センターは、子育て状況に応じて保護者
への指導や注意喚起を行ったり、上記のように子どもを保護するようつなぐこともあるが、基本
的なスタンスとしては、保護者との信頼関係を崩さず保ちつつ「支援」することである。職権を
持たない子ども家庭支援センターだからこそできることがあり、関係機関と役割分担しながら
ケースワークに取り組む日々である。
2．A市子ども家庭支援センターの実践
　本調査のインタビュー対象者が勤める東京都A市に子ども家庭支援センターが設置されてか
ら、13年が経過した。子ども家庭支援センターは、東京都が独自に設置した機関であるため、す
ぐに地域の関係機関に受け入れられることは難しく、信頼関係構築に苦労したという。当初は、
地域の家庭や関係機関から深い信頼を得られていないため、相談や虐待通告件数も少なく、特
に、ケースワークのために情報共有を行うことに苦労があった。一つひとつの事例を積み重ねる
うえで、ときに関係機関とぶつかり合いながら、地域の家庭を見守り続けてきた。現在、A市子
ども家庭支援センターは、関係機関・地域住民からの相談件数も増加し、子ども家庭相談機関と
して認知され地域に浸透したとの実感がある。特に、虐待状況や養育困難状況とされるケースが
多く、最近では性的虐待ケースも以前より増加しつつある。児童虐待が注目されがちだが、不登
校やひきこもりという側面から入ってくるケースも多い。また、関係機関ではなく、家族自身か
ら入るケースも増加している。保護者自身に虐待と呼ばれる状況になっているという自覚や認識
はなくとも、抱えたストレスを気軽に相談するという流れから浮かび上がるケースもあり、住民
にとって近い存在にある子ども家庭支援センターだからこそつながれたものだと考えられる。
　A市における広報・啓発の取り組みとしては、ホームページの活用や毎月のおたより情報誌の
配布、定期的な講演会開催のほか、厚生労働省が虐待防止PR月間として定める11月には積極的
なイベント活動を行っている。職員配置は、社会福祉士、臨床心理士、保育士、保健師等の専門
職を正規職員・非常勤職員ともに配属している。職員研修制度としては、児童福祉司の任用資
格の研修受講や、日頃から様々な研修への積極的な参加が促されている。以前までは毎年1名ず
つ、1年間の児童相談所派遣研修制度があったが、現在は中断されている。体制面の改善すべき
点は、経験者不足にある。スーパーバイザーとして大学教員より定期的に助言を受ける仕組みは
あるものの、職員の中に、児童相談所勤務経験者や子育て相談員経験者がいることで、緊急対応
や日頃からのアセスメントの際に、見落としを防ぐことにつながる。
　A市の子ども家庭支援センターは、上述のとおり、要保護児童対策地域協議会の調整機関とし
ての役割を担っている。要保護児童対策地域協議会では、代表者会議、実務者会議、個別ケース
検討会議といった各規模の会議を開催するほか、中学校区ごとの開催も担うようになった。日々
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のケース対応に加えて、連絡調整と開催準備にまつわる負担は大きい。しかし様々な規模の会議
をきめ細かく行うことで、顔の見える支援が実現し、ネットワークが構築できつつある。
Ⅲ．事例提示
　ここでは、子ども家庭支援センターの機能が活かされたといえる2つの成功事例をベースに、
事例報告を行う。各事例は、プライバシー保護のため、大筋に影響を与えない範囲で一部加工を
施している。
1．事例 1　社会的養護の「入口」「出口」としてつながった事例（インタビュー調査に基づく）
　社会的養護とは、保護者のない子どもや、保護者に監護させることが適当でない子どもを、児
童養護施設等への入所や里親委託等により、公的責任で社会的に養育し保護するとともに、養育
に大きな困難を抱える家庭への支援を行うことである。社会的養護へと措置される前と後に、子
ども家庭支援センターと親子がつながることが可能となった事例について、2段階の流れで紹介
する。
1）第 1 段階「社会的養護への入口」
　A市に在住する3歳と1歳の子どもたちには、発達の遅れの心配がある。母親は精神疾患を抱
えて養育が少し厳しい状況の中、実父による身体的DVがあり両親は離婚した。その後、母親が
交際を始めた新しいパートナーは、母親に対して「死んでやる」と脅すなど、子どもたちの面前
における精神的DVが続いていた。経済的にも厳しく、近所に住む親族からの支援も消極的な状
況であった。
　A市子ども家庭支援センターは、子どもの一時保護や施設入所措置について、母親に丁寧に説
明してつなごうとするが、母親は「保護は結構です」と強い拒否であった。子ども家庭支援セン
ターの相談員としても、親子が相談機関やサービス資源とつながり、何とか暮らしていけるので
あれば、可能な限り子どもを保護せずにすむよう応援したいと考えていた。
　その後、母親はパートナーと別れることになり他市へ転居することになった。A市子ども家庭
支援センターは、転居先の保健福祉センター等の地域資源へ親子をつなぎ、情報共有しながら
フォローしていたが、子どもたちも環境の変化から不安定になり、母親は身体的虐待を行う状況
になってしまった。A市子ども家庭支援センターは、ギリギリのところで親子との信頼関係を保
ちつつ、母親に納得してもらった上で、子どもたちを一時保護し、児童養護施設と乳児院への入
所措置へつなぐことができた。
2）第 2 段階「社会的養護からの出口」
　数年後、母親はA市の実家に同居することになり、A市に戻ってくることになった。母親の転
居が落ち着いたところで、子どもたちも家庭復帰することが決定した。A市子ども家庭支援セン
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ターは児童相談所から連絡を受け、地域の関係機関と関係者会議を開催し、情報共有と、支援方
針を確認した。施設に入所中も、母親は度々子どもたちと面会し、親子関係も良好であったとい
う。また、A市子ども家庭支援センターに対する母親の信頼度は高く、定期的に家庭訪問するこ
とを母親は快諾しているという。
　子どもたちが家庭復帰した後、母子は、子どもたちが入所していた児童養護施設に度々遊びに
いき、近況を共有する関係ができていた。A市子ども家庭支援センターは、各関係機関（児童相
談所、母子の通う心療内科、子どもが入所していた児童養護施設、子どもたちが在籍する保育
園・小学校）と母親に許可をとったうえで、情報共有することができていた。また、家庭訪問に
おいて、祖父母と母親がぶつかりあったという愚痴を聞いたり、定期的な通院継続を応援するこ
とができていた。母子から聞いた話を各機関に伝え、逆に各機関から聞いた話を母子に伝えたり
しながら、母親と関係機関とが一丸となり、子どもたちの成長と母子関係の再構築を見守り続け
ることが可能となった。
　A市子ども家庭支援センターが、定期的に関係者会議をひらきながら、親子が住む地域におい
て、オープンな見守りネットワークを構築することができた事例である。
2．事例 2　ある児童在籍機関（保育園）からの通告事例（筆者の実践経験に基づく）
　次に、A市子ども家庭支援センターに筆者が勤務していた際に起きた、ある保育園における具
体的な虐待通告を例に、5段階の対応を紹介する。
1）第 1 段階「通告」
　A市子ども家庭支援センターが毎月発行している親子ひろばの情報誌を届けるため、筆者があ
る保育園に立ち寄った際、相談が入った。今朝、B君（5歳）のほほにあざがあり「パパに叩か
れた」と。至急、A市子ども家庭支援センターで対応を検討し、B君の家庭状況を調査するとと
もに、現場にてB君を現認し、保育園と今後の対応について相談する方針を立てた。
2）第 2 段階「子どもの現認と聞き取り」
　担任保育士の協力のもと、直接B君から事情を聞いた。昨夜、弟と遊んでいたら、父親から
グーで叩かれたという。B君は、二日に一度は頭を叩かれたりお腹を蹴られたりしており、父親
のことは好きだが、怒る時に叩かないでほしい、と訴えた。
3）第 3 段階「通告対応への抵抗と協議」
　その後、園長と担任保育士から、さらに詳細な家庭状況を確認した。B君は父子家庭で、父親、
姉、弟と4人暮らしであった。父親は、仕事が忙しい中、保育園の保護者会役員も頑張ってい
る。ただ、父親は日頃より対人関係を苦手としている面があり、保育園としても慎重に対応し、
やっと信頼関係ができ始めた時期だったという。何とか匿名の人物からの通告という形で対応が
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できないか、という相談だった。
　筆者は、保育園の努力に敬意を示した上で、まずはあざについて、実際に家で何が起きたの
か、父親の話を確認することが先決であると伝えた。筆者の経験では、たとえ怒りを示す保護者
であっても、毅然と話を聞くことで、結果として信頼関係を築けたケースが多く、警戒心がとれ
た際には、「誰かに話したかった」と涙する保護者もいることなどを伝えた。日常的にB君に接
してきた保育園だからこそ、父親の悩みに共感し、ねぎらうこともできるのではないかと投げか
けた。また、父親が手をあげる状況が、頭部や腹部など危険な部位であり、エスカレートするお
それもあることから、A市子ども家庭支援センターが保育園とともに介入すべきタイミングであ
ると説明した。結果として、筆者らも同席する形で、父親との面談を試みることとなった。
4）第 4 段階「保護者面談」
　B君のお迎え時に、父親を呼び止め面談を依頼したところ、渋々であったが了承された。筆者
から、園児に傷やあざがあった場合、保育園は子ども家庭支援センターへの報告義務があるこ
と、報告を受けると子ども家庭支援センターは事実確認する必要があること、叩くことは危険な
ので他の方法を一緒に考えていきたいことを説明した。
　父親は緊張した面持ちで、昨夜いくら注意しても遊び続けるB君を叩いたことを認め、他に方
法がないと、怒りを露わにした。担任保育士から、B君は園でもなかなか先生の言うことを聞か
ないため、どのような工夫をして対応しているかを説明し、B君の養育を応援したいと父親に伝
えた。園長から、3人の子育てと保護者会役員もこなす父親の努力をねぎらった。
　筆者からは、子ども家庭支援センターができることとして、子どもが18歳になるまで父子の
相談にのれること、学校等とも情報共有しながら養育について一緒に考えていけること、子育て
サービスの紹介や手続きをサポートできることなどを説明した。父親は相談意欲を示し、三者
（父親、保育園、子ども家庭支援センター）で共に、B君の養育について考えていくこととなった。
5）第 5 段階「継続的な支援と見守り」
　その後、父親からは、保育園に愚痴を言えたり、助言を得られたりすることで、ストレスが軽
くなり、B君の問題行動自体も改善されていると話があった。一方で、特定のことに過剰にこだ
わるB君が発達障害を抱えていると感じた父親は、小学校に進学後、学校生活になじめるか不安
を感じているようだった。そこで、就学に向けて、保育園から小学校へB君の様子を伝えてもら
うことや、教育センターにも相談できることを案内した。父親が教育センターへ相談に行く際に
は、筆者が同行した。結果として、B君は小学校普通学級のほか、週1回特別支援学級に通うこ
とになり、子ども家庭支援センターは小学校・学童保育所とも状況を共有しながら、定期的に家
庭訪問し、父親と面談を重ねた。B君は、2年生に進級する頃には小学校生活にも慣れ、父親の
負担も軽減されたため、一旦相談を終結した。
　数年後、高学年になり反抗期を迎えたB君に、父親がまた手をあげるようになった。しかしそ
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の際には、父親自身から子ども家庭支援センターに相談があり、再び支援する体制が構築できて
いる。
Ⅳ．各事例の考察
　上記2つの事例は、子ども家庭支援センターがもつ機能が効果的に表れた事例だといえる。そ
の機能を筆者は「窓口」としての視点で捉えたい（表 1）。それぞれについて以下に考察してい
く。
表 1　子ども家庭支援センターの「窓口」としての機能
窓口としての機能 役割 本研究における事例
社会的養護とのつながり窓口 社会的養護措置と、地域における
在宅生活の「入口」・「出口」とし
てつなぐ
事例１
地域ネットワークとのつながり窓口 親子を地域の機関やサービス資源
につなぐとともに、各関係機関の
連携・協働がスムーズにいくよう
調整・支援する
事例２
1．事例 1　社会的養護とのつながり窓口～「入口」「出口」となる～
　事例1のように、虐待なのか養育困難なのか微妙なラインは多くある。子どもを保護する決定
打もなく、保護者にも積極的な相談意欲がない状態であり、最初から「保護してほしい」という
保護者は少ない。多くの保護者は、引き離されることへの拒否や負い目を感じ、保護に難色を示
す。児童相談所にとっても、虐待状況なのか養育困難状況なのか微妙なラインでは、簡単には保
護できない状況がある。このような場合に、基礎自治体がやるべきことは何であろうか。
　社会的養護への「入口」としては、子どもを保護するかどうか決定する前に、親子をサービス
資源や、地域ネットワークにつなげることをあらゆる角度から試みて検討できたかどうかが肝要
であろう。そのためには、根気よく寄り添いつづけ、時に、ご本人たちも自覚されてない困り感
をどうくみ取るか。「資源につなげるタイミングを見逃さない」スキルが求められる。それでも
なお親子分離せざるを得ない時に、社会的養護へとつなげることになる。
　社会的養護からの「出口」、つまり家庭復帰では、家庭環境を整え、再度社会資源につなげる
ため、関係者会議をひらき、地域ネットワークを再構築する。事例1のように、間に児童相談所
の管轄となる領域があっても、「入口」と「出口」において、同じ機関が対応することができる
と、社会的養護と地域在宅生活が断絶せず、親子が社会資源とゆるやかにつながりつづけること
が可能となる。
　子ども家庭支援センターは、社会的養護に措置されることを、親子が引き離される感覚ではな
く、「入口」と捉えられるようつなげることが役割だと考える。また、家庭復帰する際の「出口」
で環境を調整して待ち、地域ネットワークへ緩やかにつなぎなおすことも重要な役割である。
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2．事例 2　地域ネットワークとのつながり窓口～関係機関を支える～
　地域の関係機関や人々に、虐待通告へのためらいを持ちながらもなお通告してもらうために
は、通告者と通告先の間に、日頃からの信頼関係が構築されている必要がある。今回、毎月のお
たより配布などで顔と顔を合わせていたことで、いざという時の役割分担がスムーズにいったと
捉えられる。
　また、この事例では特に、通告者・保護者・子どもに対して、それぞれを「勇気づけ」る関わ
りが意識されていた。なお「勇気づけ」とは、浅井（2016）によると、与え手の関わりにより、
受け手に人生の課題に建設的に取り組む心的エネルギ （ー勇気）が喚起されることである。
　子どもの現認と聞き取り場面では、子どもの横に担任の先生についてもらえたことで、子ども
にとって安心できる環境となっていた。
　通告対応への抵抗と協議の場面では、見通しをもつことができることで、安心してもらうこと
が、協働のベースとなった。保育園に対しては、既に構築されている父子との信頼関係を指摘し、
リソースへの気づきを促す。そして、父親への毅然とした対応がもたらす見通しを明確化し、勇
気づけがなされていた。虐待通告が告げ口でおわるのではなく、「父親への励まし」と、「虐待行
為への注意喚起」が両立することを明確化し、保育園を勇気づけた。また、子ども家庭支援セン
ターが、保育園と共に支援を継続していくことを伝え、つながりの安心感を高めた。
　父親との面談場面においては、虐待行為の抑止、注意喚起とともに、苦しい状況を共有できる
ようにした。この場面では、子ども家庭支援センターの介入によって勇気づけられた保育園が、
今度は父親を勇気づけられたことがわかる。父親に対しては、ひとり親としての努力をねぎら
い、これから先、子どもが成長していく過程にずっと寄り添えることを伝えた。
　このように、子ども家庭支援センターが、直接子どもを支援せずとも、関係機関との信頼関係
のもと、共に対応することができた事例である。子ども家庭支援センターは、親子を地域のネッ
トワークへつなげることを共通目標に、要保護児童対策地域協議会の調整機関として、「関係機
関を支える」機能を有していると言える。
Ⅴ．総合考察　基礎自治体に設置された子ども家庭支援センターの機能の意義について
1．基礎自治体に設置された子ども家庭支援センターの意義
　基礎自治体の中に設置された相談所である子ども家庭支援センターだからこそ担える役割と意
義について、以下の3点（図 1）に整理して考察を述べる。
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図 1　基礎自治体に設置された子ども家庭支援センターの意義
1）多様な職種経験者がいること
　子ども家庭支援センターには、色々な職種や、多様な部署を経験してきた職員がいる。子ども
と家庭が抱える課題は、非常に多様化しており、ひとつの担当部署では対応できない。間口はひ
ろいが、実は重たい課題を抱えた家族のケースもさりげなく混じっているという中で、真の課題
をくみ取る力が求められる。その際、職員構成の幅広さがチーム全体のアセスメント力を高める
ことになる。基礎自治体が受けるべき相談内容は、総合相談、よろず相談である。児童相談所も
本来あらゆる相談に乗る機関であるが、今後より専門性を強化する流れに対して、基礎自治体の
ジェネリック性、多様な職種経験者が存在することが、強みであり課題でもある。多様な経験を
積み重ねてきた職員同士の支援方針がかみあわないとき、チームの機能性を十分に発揮できない
ことがある。また、実務に精通している職員が不足している場合は、定期的な児童相談所研修
者・経験者からのスーパーバイズの機会がないと、最低限押さえないといけないアセスメント力
に欠ける可能性が懸念される。一時保護の判断とタイミング、保護する根拠のアセスメントにつ
いて、児童相談所との丁寧な相談連携を欠かさないことが必要である。
2）風通しよく間口の広い「窓口」になれること
　上述したように、基礎自治体が受けるべき相談内容は、総合相談、よろず相談である。育児不
安、児童虐待予防のためには、些細なことでも質問相談できるよう、開放された窓口としての役
割は非常に重要である。また、重篤な事案ほど、社会資源につながることに抵抗がある場合も多
い。どこかの誰かが親子とつながっていられるよう、調整役として、関係機関のネットワークを
構築し続けることが、引き続き求められている。
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3）社会的養護を、より身近な地域ネットワークに組み込むことに貢献できる可能性
　事例1のように、社会的養護の「入口」と「出口」になりえることである。一時保護や施設入
所への措置を行うことが可能な職権をもたないからこそできる、つなぎ方を模索し続けているの
である。「一時保護」も「社会的養護」も地域ネットワークのシステムの一部として、ゆるやか
なつなぎをもって活用していくスタンスを、地域に浸透させていく鍵を担っている。
　社会的養護を担う児童養護施設・乳児院と、子ども家庭支援センター・児童相談所による児童
虐待予防策、子育て支援の関わりについて示したものが図 2 （黒田，2019）である。子ども家庭
支援センターは、地域の子育て支援ネットワークの構築・調整役とともに、高い専門性を活かし
た指導を行う児童相談所と、社会的養護を担う施設とのつなぎ役として位置づけられている。す
なわち健康群からハイリスク群、そして要保護児童家庭も含め、地域全体における見守り・支援
の輪が途切れないよう、ピラミッドの土台を支える存在となっているのである。本研究で扱った
2つの事例はともに、要保護児童家庭およびハイリスク家庭を対象としている。子ども家庭支援
センターは、健康群に対しての予防的対応はもちろんのこと、非常にハイリスクな家庭の虐待再
発予防も担っているのである。その際、対象家庭への直接的支援だけではなく、黒子役として関
係機関を支えることもある。
　地域における在宅生活と、親子分離を経ての社会的養護施設や里親等での暮らしは、ゆるやか
なつながりと循環をもつことが望ましいと筆者は考える。そのために子ども家庭支援センターが
担う架け橋としての役割は大きいといえよう。
 （黒田邦夫：2019　社会的養護システム研究会資料）
図 2　 施設（児童養護施設・乳児院）と子ども家庭支援センタ （ー区市町村）・児童相談所児童虐待予防策・
子育て支援
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2．おわりに
　サービス資源の一覧を提示するだけならば、ソーシャルワーカーの存在意義は低くなってしま
う。与えられた資源を活用するには、紹介者や提供者と、対象者の間に信頼関係が必要であろ
う。そして、資源を継続して活用でき、その人の生活環境の向上や安心感を得られた時はじめ
て、支援が成り立ったといえるのではないだろうか。さらに言えば、必ずしも物質的・社会的な
資源につなげなくとも、適切なアセスメントに基づいた勇気づけを与えられるだけで状況が改善
する場合もある。そういった意味で、人を支援することができるのは、やはり人であると筆者は
考える。
　しかしながら今日の子育て家庭が抱える問題は多様化・複雑化しており、一職種や一機関のみ
でサポートすることは困難である。地域の各関係機関が、相互信頼によるコミュニティづくりを
目指して努力し続けていくことが求められている。児童のよりよい育ちを保障するため、既存の
施設や里親の活用を図りながら、地域ネットワークを基盤とした新たな社会的養護の展開を検討
し続けていきたい。
　本稿では、子ども家庭支援センターの取り組み事例からみえた「窓口」としての意義を提示し
た。しかしながら、その意義を詳細に検討するまでに至らなかった。それについては今後の課題
として、事例検討や調査研究を重ねていきたい。
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